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第１１回理事会の概要（平成２６年６月２７日）
第１号議案　平成２５年度事業報告について
会長は、平成２５年度事業報告案を書面で示し、理事の賛同を求めた。
結果、全会一致で平成２５年度事業報告案に賛同した。
第２号議案　平成２５年度収支決算について
会長は、平成２５年度収支決算を書面で報告し、理事の賛同を求めた。
結果、全会一致で平成２５年収支決算書を承認した。
第３号議案　平成２６年度事業計画について
　　会長は、平成２６年度事業計画を書面で示し、理事の賛同を求めた。
結果、全会一致で平成２６年度事業計画に賛同した。
第４号議案　平成２６年度収支予算案について
会長は、平成２６年度収支予算案を書面で示し、理事の賛同を求めた。
結果、全会一致で平成２６年収支決予算案を承認した。
第５号議案　総会について
理事会終了後に開催される総会の次第について検討した。
第１２回理事会の概要（平成２６年１０月３１日）
第１号議案　会報発行について
平成２７年１月初旬に協会会報の発行を決定。原稿執筆を各理事にお願いし、理事は原稿の執筆を約束した。
第２号議案　教育研修会について
　今年度の探偵業の教育研修会は関西総合調査業協会が当番になっており、上部団体の全調協の理事会で平成２７年３月１３日に開催することが決定された旨を告げ、その準備を進めていくようにとの要請をした。
理事会は、教育研修会の開催を了承し、当協会で準備を進めることを決定。
第３号議案　身元調査について
　　厚生労働省及び各都道府県が発行している「採用と人権」と称する冊子について意見交換を行い、今後の活動を検討した。
第１３回理事会の概要（平成２６年１２月１７日）
第１号議案　会報発行について
会長は前回の理事会で決定したことではあるが、前回理事会は本人出席が少なかったため、再度確認したいとの事で、平成２６年度の協会会報を平成２７年１月初旬に発行する予定である事を告げ、原稿依頼を各理事にお願いした。
理事の原稿執筆は３名とし松谷、横田氏が出稿することを約束した。
第２号議案　教育研修会について
　　一号議案と同じ理由で、再度、教育研修会についての予定を説明し、中身の検討に入った。
開催日時は平成２７年３月１３日（金）の午後１時から５時まで。会場は事務局に一任とした。
第３号議案　「採用と人権」について
　　厚生労働省及び各都道府県が発行している冊子、「採用と人権」について、活発な意見交換が行われ、前回の「できるだけ早いうちに具体的な活動に入らなければならない」との意見の一致を再確認した。
· 理事会終了後一般会員の参加を得て忘年会を開催した。
事務局便り
　教育研修会のお知らせ
· 日時　　平成27年3月13日　13時00分〜17時00分
カリキュラム／　業法と条例の解説、　調査業の現状と課題
探偵社のPCセキュリティ、　契約時の注意事項
特殊機器の紹介
　　　　　　　　―などを考えています
　　　場所　　大阪市中央区大手前1-3-20　追手門学院大阪城スクエア
　　　上記研修会は関西総合調査業協会、全国調査業協会連合会、愛知県調業
協会の共催により開催する予定です。
平成25年末の探偵業届出概況（警察庁発表）
　　全国　／　5670件（個人4206件、法人1464件）　前年比124件増
行政処分／　営業廃止命令3件　　
営業停止命令18件　
　　　　　　　　指示処分71件
※　大阪府下の届出件数　平成26年末現在　約640件
処分／24年度　1件（指示処分）　
25年度　１件（指示処分）
新　春　放　談
「筧千佐子事件に思う」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　松谷　廣信
新年あけましておめでとうございます。
平成２７年の年明け、皆様にとっては如何でしたでしょうか。私が住む枚方市は元日早々から雪がチラホラ、夕方には辺り一面真っ白な銀世界、２日の午前中も雪が舞い、新年にふさわしい爽やかな年明けとなりました。
５日初出。出勤すると、はや初荷が届いており、新年の挨拶もそこそこにさっそく仕事開始、と云う事で、この関調協会報の原稿を書く時間が取れず、そこで秘策を繰り出す事にしました。
以下は、昨年１２月に小生がブログに投稿したもの・・・あしからず。
「筧千佐子事件に思う」
今は未だ容疑の段階ではあるが、これが事実とすると心底ゾッとする。
今、井戸端会議の最高の話題ではないかと思われる「筧千佐子容疑者事件」。
マスコミ報道によると、結婚相談所を利用し、一寸した資産家の男をたぶらかしては結婚を繰り返し、数億の遺産を取り込んでいたという。しかも、その数、少なくとも７人におよび、何れの男性も結婚数か月で、病死なり事故死なりで他界しているというもの。これが事実とすると、世の男どもは・・・。
中には、好きになった女に殺されるのであれば、それも本望、とのたまう人も居るかもしれないが、大半の男どもは、女性恐怖症に陥り、枕を高くして寝ることが怖くなったのでは。
近年、老後の不安と寂しさから、還暦を迎えてからの結婚も結構増えているようである。しかし、今後は二の足を踏む人が増えるのでは、と思われる。それもそのはず。人を好きになるのはいいが、実際は、その人がどんな人なのかを知ることが、今の社会ではとんでもなく難しくなっているから。
貴方が何らかの切掛けで、「筧千佐子」女史と知り合ったとしましょう。２・３回会い、何となく良いなと感じ、結婚でもと考え、そこで彼女のことをもっと知りたいと思う。ところが、今の日本社会では、それが容易な事ではない。それが結婚相談所の紹介であれば、少なくとも戸籍の確認位はしているでしょうが、その戸籍も２・３回転籍を繰り返せば、出生事項くらいしか分からなくなり、 過去の結婚歴は見えなくなってしまう。それはそうとしても、ただ住所、氏名、年齢などの単なる個人識別情報の確認すら難しい。住所を証明する住民票も取れなければ、その人が何処の誰なのかを証明する戸籍も見られない。「私は何処の出身で何大学を卒業、以後、某会社に勤務し、しかじかの地位にあった。預金は数千万円」等と本人が話したとしても、それを確認するすべは無く、全て個人情報保護法や戸籍法、住民基本台帳法の歪んだ運用の下で、不可能に近い状況になっている。
学歴も職歴も普通の方法では第三者は確認するすべがない。学校も企業も、全て個人情報保護を理由に応じない、役所も同じ。
従って、筧千佐子に殺された男性を、「鼻の下を伸ばして…、軽はずみに・・・」などと云うのは簡単だが、実際は、疑いを持っても、調べる術が一般の人からは取り上げられている。うがった見方をすれば、人権を錦の御旗とし、個人情報保護を最優先する今の社会が、筧千佐子容疑者事件を後押ししたと云えなくもない。人権を叫び、個人情報保護を叫ぶ結果、人の命という最大の人権が侵される結果につながっている。
一般には、筧千佐子女史の過去の結婚歴も学歴も職歴も何も調べる事が出来なくなっている。役所は、結婚のケの字を出せば、住民票も戸籍も第三者には絶対に交付しない。何のための住民票や戸籍やら・・・。税金徴収の為には必要欠くべからざるもの、国が国民を管理し保護するためには、必要欠くべからざるもの。従って、公務員は、業務上であれば簡単に確認することができる。ところが、一般の人は、結婚を前提に交際していても、相手のことを客観的に確認することが出来ない。知るためには、本人に聞くしかないが、聞いたことが本当か否かを確認するすべは閉ざされてしまっている。理由は、人権擁護、個人情報保護、プライバシー保護。
誰しも、自分のことを自分が知らない間に誰かに知られると云うのは、あまり良い気はしない。そこで、制度的に人権擁護、個人情報保護、プライバシー保護を行政がキチッとやってくれる事には大賛成と賛同する。ところが、 必要に迫られ、相手の事を知ろうと思っても、何一つ公に確認することが出来ない。住所、氏名、生年月日、親子関係、夫婦関係、結婚歴、離婚歴、学歴、職歴、 全てシャットアウトされており、本人に聞くしかない。ところが、聞いたことが本当か否かを確認することが出来なくなっている。
本当にこんな制度が人権を護ることなのでしょうか・・・？。
正当な理由があれば、調べる事ができるシステムを残しておかなければとんでも無いことになる。ご存知ですか、最近、東大卒や京大卒が非常に増えていることを？。
筧千佐子事件は、たまたま表に出たが、ここまで酷いのは少ないにしても、似たケースは相当有ると思われる。
私が知る限りでも、結婚相談所の紹介で結婚し、２年足らずで３億円近い資産（現金と不動産）を取り込み、夫をいびり出し離婚した女性が居る。
「朝のこない、夜はない」。そう、それを信じて叫び続けよう・・・・。
これは、私の個人的見解をいつもの調子で述べたものであるが、少なくとも協会員の皆様には、「また、あのバカがほざいている」と一笑に伏さないで、確りとした職業意識をもって真剣に考えていただきたく思っています。「云ったところでどうにもならない。」と諦めるのではなく、「朝のこない、夜はない」の諺を信じ、活動して行こうではありませんか。
こうした問題を一番身近に感じているのは、我々調査業者です。ただ単に、調査がやりにくくなった、で済ませるのでは無く、自らの仕事に誇りを持ち、常に問題意識をもって事にのぞみ、社会的にもっともっと誇れる業界に成長させて行こうではありませんか。
本年も変わらぬご指導ご鞭撻を宜しくお願い致します。
「情報交換」　　　　　　　　　　　　　
探偵さんドットコム　横田 正人

　新年あけましておめでとうございます。

　旧年中はなにかとお世話になり、ありがとうございました。本年も昨年同様どうぞよろしくお願い申し上げます。
　私が住んでいます京都では今年は正月１日・２日とそこそこの降雪で、ちょっとしたパニックでした。

　今年は昭和でいうと９０年、ちょうど私自身も５０才になる節目の年であり、この業界のお世話になって、かれこれ２５年になります。人生の半分を探偵として過ごしているのかと思うと、少し感慨深いものがあります。と、言いましても、この業界にはベテランの先輩方も数多くいらっしゃいますので、私などはまだまだヒヨッ子のようなものですが。

　尚、弊社は開業して今年で１４年になります。開業当初は３０代半ばだったこともとあって、ちょっとしたツッパった感情と若さに任せた勢いで、脇見をしたり後を振り返る様なことはなかったのですが、最近は業界内の動向やトレンドにアンテナを張ることが大事なんだな、と思うことが多くなりました。
特に昨今の個人情報の取り扱いに関する数々の事件で、色々と業界内に影響があったりして、日頃から周囲の動きには、以前よりも敏感になったように思います。私たち調査業・探偵業の仕事は、信用調査にしろ素行調査にしろ、一言でいうと情報収集がその主たる業務で、顧客である依頼者が欲する情報を、いかに的確に収集し提供できるかということに尽きると思います。その過程で、年々法改正や社会情勢の変化があり、業界の様子は以前とは大きく様変わりしたように思います。

　例えば、私たちの３部会のことでいいますと、素行調査の際に使用するカメラやビデオなどの機器の進化や、世間一般のセキュリティ意識の高まりから、尾行・張り込みの方法やその難度も上がってきたと思われますし、ストーカーやＤＶに絡む案件に神経をとがらせたりもしています。

　そのような中で、これまで勢いだけでやってきた時は、あまり同業他社の動向や関係業界のことなど気にすることもなく、ほぼ全てにおいて我流、手探り状態で何とかやってこれましたが、少し余裕ができて立ち止まって周りを見回しますと、学生時代の試験の答え合わせのように、純粋に勉強になることもしばしばです。

　私自身は、業界でいうところの下請業務や協会の活動などにはそれほど積極的に関わっていませんでしたので、同業者の動向なんてほとんど知る由も術もなかったのが実情でしたが、昨今、全調協主催の教育研修会などで、同業の方達との交流が増えてきて、日々「これで良かったのか…」とか「もうちょっとこうした方がいいのでは…」とか、と云うような疑問や確認事項が色々と湧いてきて、新な刺激が入るようになり、仕事のモチベーションの維持にもつながって大変助かっています。

　また、これは余談でくだらない私事かもしれませんが、業界の人たちが多く集まる教育研修会や忘年会などで名刺交換をするだけでも、私にとっては楽しい社交の場で、「探偵」と呼ばれる人たちの名刺を見ると「こんな名刺なんや…」なんて密かに思って、格好良かったりすると真似しようかとも思ったりしますし、名刺フォルダの業界ページに探偵名刺のコレクションが増えますと、一人ニンマリしてしまったりします。

　しかしながら、近年は業界全体があまり景気が良くないこともあるのか、仕事で一緒になる同業者の方に教育研修会の話や協会の話をふってもあまり大きく興味を示してくれる方は少ないのが現状で、正直、「そんな同業者の集まりに行っても何の得もない…」という様なことを言われることもあるくらいです。

　私たち調査業・探偵業の同業者の集まりは、今のところそんなに肩肘張るものでもなく、また、強制的なものでもないので、気軽にただ隣の人と名刺交換するだけでもいいかくらいの気持ちで参加されればいいと思います。と、いうか同業者が一堂に会するような機会も滅多にありませんので、例えば、全調協主催の教育研修会であれば、現場の調査担当者による、ある意味生々しい講義も盛り込まれていますので、単純に自身の業務の確認や新しい技術の導入にも大いに役に立つことがありますし、同業者の方の話がどんな話だったとしても、同じ仕事をする者としては大変有意義な時間となります。

　何よりも、たまたま隣になった人と話した些細な会話が大きなヒントとなることもあり、同業内での交流が比較的少ない調査業・探偵業にとっては良い機会に成るのではないかと私自身は思っています。また、名刺交換一つにしても、たった一枚の名刺で、大きな出会いにつながることもあります。そう云う意味では、まだまだ発展途上で沢山の可能性が残っている業界の一つではないかと思いますし、これからもそう感じながらこの調査業・探偵業界で仕事をしていきたいと思います。

　さらには、情報収集に敏感で、それを取り扱うことを生業にする私たち調査業・探偵業で生きる者としては、常々、自身の足元の情報収集、情報交換にも敏感になりたいものだと思います。

従業員の定期健康診断の結果の把握
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会保険労務士　岡本　茂
従業員の定期健康診断の結果について、従業員から「健康診断の結果は個人情報にあたるので、今後は直接自分あてに結果票を送るようにしてほしい」と言われたら、会社は、従業員の健康情報を把握しておきたいと考えたとしても、果たしてどのような配慮が必要になるのでしょうか。
１．はじめに
まず、利害対立では、従業員としては、プライバシー権に基づき、健康診断結果を自ら管理したいと考えます。他方、会社としては、従業員の健康管理のために、健康診断結果を取得・保管する必要があります（安全衛生法66条の3）。
このように、従業員のプライバシー権と、会社の従業員に対する健康管理の必要性（法的義務でもある）との、２つの利益の対立の問題としてとらえることができます。
２．従業員のプライバシー権

プライバシー権は、憲法17条によって国民に保障された重要な権利です。これは、現在では、「他人から私生活を干渉されない権利」にとどまらず、「自己情報コントロール権」として理解されています。

健康診断結果という健康情報は、一般に、他人には知られたくないものであり、プライバシー権の保障の対象となります。

したがって、従業員が健康診断結果という自己の情報を管理することはプライバシー権として保障されます。ただし、その保障は無制限ではありません。

３．会社による従業員の健康管理の必要性

従業員の健康管理に関し、会社は、安全衛生上、さまざまな義務を負っています。
すなわち、会社には、従業員に対し、雇い入れ時の健康診断や定期健康診断等を実施する義務があります。また、その健康診断の結果を本人に通知する義務があるほか、健康診断の結果を記録しておかなければなりません。具体的には、会社は、一般定期健康診断について、健康診断個人票を作成し、5年間保存することが義務づけられています（安衛則51条）。会社がこれらの義務に違反すると、安衛法により刑罰が科されます（安衛法120条）。
加えて、違反しても刑罰こそ課されないものの、安衛法上、会社には、健康診断の結果について医師等に意見聴取をする義務や、健康診断の結果、必要がある場合に医師等による保健指導を行う努力義務もあります。
以上のように、会社は、安衛法上の義務の履行のために、従業員の健康診断結果を取得しなければなりません。また、会社は、従業員に対し安全配慮義務（労働契約法5条）を果たすためにも、従業員の健康情報を把握しておく必要があります。
４．個人情報保護法
個人情報の保護と個人情報の取得・利用の調整を図る法律として、個人情報保護法があります。「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、特定の個人を識別できるものを言います。健康診断結果は個人情報に該当します。
個人情報保護法は、個人情報を取り扱う事業者が、個人情報を第三者に提供するときは、本人の同意を得なければならないとしています。
５．行政の解釈
行政通達によれば、「事業者は、健康診断の実施に当たって、医療機関に健康診断の実施を委託することにより、当該医療機関の医師に労働者の健康診断を実施させる場合がある。その際、事業者は、健康診断の実施に必要な労働者の個人データを医療機関に提供する。また、安衛法第66条の3、第66条の4及び第66条の6の規定において、事業者は、健康診断の結果の記録、当該結果に係る医師等からの意見聴取、当該結果の労働者に対する通知が義務づけられている。事業者がこれらの義務を遂行するためには、健康診断の結果が医療機関から事業者に報告（提供）されなければならない。これらのことから、事業者が医療機関にこれらの健康診断を委託するために必要な労働者の個人データを医療機関に提供し、また、医療機関が委託元である事業者に対して、労働者の健康診断の結果を報告（提供）することは、それぞれ安衛法に基づく事業者の健康診断実施義務を遂行する行為であり、法第23条第1項第1号【注】の『法令に基づく場合』に該当し、本人の同意を得なくても第三者の制限は受けない」としています。
　【注】個人情報保護法第23条（第三者提供の制限）
個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。
１　法令に基づく場合
　２  人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。（例：事故の際の安否情報など） 

3  公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。（例：児童虐待情報など）
　４　国の機関もしくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき　　
６．まとめ
医療機関からの健康診断結果の送付行為は、個人情報保護法第23条1項1号の「法令に基づく場合」に該当し、本人の同意を得なくても第三者提供の制限は受けないので、会社は本件従業員に対し理由を説明しその要求をお断りしてよいと考えます。
いずれにせよ、会社が健康情報の取り扱いについて、規程を定め従業員に周知し、それに基づき情報管理を厳格に行うことは、従業員の信頼を得るためにも極めて重要です。
探偵業の届出要領
届出に変更が生じたとき
届出事項に変更が生じたときは、変更の日から10日(届出書に登記事項証明書を添付する場合は20日)以内に、当該営業所の所在地を管轄する警察署を経由して公安委員会へ変更の届出をしなければならない。
（届出書類等）
1. 探偵業変更届出書（別記様式第3号）
2. 添付書類
　・ 交付を受けている探偵業届出証明書
　・ 開始届出書に添付する書類のうち、当該変更事項に係るもの
　　　※（例） 個人や役員の住所、氏名が変わった場合は、住民票の写し

探偵業届出証明書を亡失等したとき
探偵業届出証明書を亡失等したときは、速やかに当該営業所の所在地を管轄する警察署を経由して公安委員会へ再交付申請をしなければならない。
※ 亡失等した探偵業届出証明書を発見し、又は回復したときは、遅滞なく、当該発見し、又は回復した探偵業届出証明書を公安委員会へ返納する必要がある。 

探偵業を廃止したとき
偵業を廃止したとき探偵業の廃止の日から10日以内に、当該営業所の所在地を管轄する警察署を経由して公安委員会へ廃止の届出をしなければならない。
（届出書類等）
1. 探偵業廃止届出書
2. 添付書類
　・ 交付を受けている探偵業届出証明書
倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
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